
第 3 章 評価対象別の 留意事項 
フ @ Ⅰ / Ⅰ ノ 

前章の共通原則も」 伯フ ことに加えて、 「研究開発施策」、 「研究開発 
課題」、 「研究開発機関等」及び「研究者等の 業績」のそれぞれの 評価 

対象ごとに、 次のことに留意して 評価を実施する。 

Ⅰ・研究開発施策の 評価 

研究開発実施・ 推進主体及び 第三者評価機関は、 国及び 同 省の政策目 
標や機関等の 設置目的を達成するために 策定した研究開発政策、 戦略、 

制度、 プロバラム等の 研究開発施策が 、 国の政策や機関等の 設置目的に 

照らして妥当であ るか、 関連施策との 連携を保ちながら 効果的・効率的 

に 推進されているか、 施策の目的に 照らして妥当な 成果が得られている 
か ( 又はその見込みがあ るか ) 等に特に留意して 評価する。 

研究開発施策の 評価結果については、 当該研究開発施策の 見直しや 改 

善 、 より良い施策の 形成等のために 活用する。 

なお、 研究開発施策の 評価については、 その実施状況にかんがみ、 今 

後、 その一層の定着・ 充実を図ることとする。 

2. 研究開発課題の 評価 

  研究開発課題は、 研究者等が具体的に 研究開発を行 う 個別のテーマで 

あ り、 その目的や基礎研究、 応用研究、 開発研究等の 性格、 分野等は、 
広範かっ多様であ る。 このため、 課題の目的、 性格、 分野等に応じて、 

評価手法や評価項目等を 適切なものにする。 

また、 研究開発課題は、 公募により複数の 候補の中から 優れたものが 

競争的に選択され、 実施される「競争的研究資金による 課題」、 国が定 

めた明確な目的や 目標に沿って 重点的に推進される「重点的資金による 

課題」及び研究開発機関に 経常的に配分された 資金により実施される「基 

盤的資金による 課題」に区分される。 各々については、 以下の (1) から 

(3) に留意して評価を 実施する。 

なお、 委託先や共同研究の 相手先となる 民間機関や公設試験研究機関 
r-@-@  f- 等で国費の支出を 受けて実施される 研究開発課題について、 評価 夫 施主 

体は 、 評価実施上の 共通原則を踏まえっ っ も、 民間機関や公設試験研究 

機関等における 評価方法等も 考慮し、 適切な方法で 相応の評価を 行 う 。 
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(2) 重点的資金による 課題 
重点的資金による 研究開発課題は、 その企画が上位の 研究開発施策 

等と整合し、 かっその決定方法が 妥当であ るか、 目的とする具体的な 

成果が得られているか mX はその見込みがあ るか ) に特に留意して 評価 
する。 また、 科学技術の進展、 社会や経済の 情勢の変化にとり、 評価 

の 項目、 基準等が変わることに 留意する。 特に応用研究、 開発研究等 

については、 社会的・経済的な 観点からの評価を 重視する。 

大規模プロジェクトについては、 責任体制の明確さ ( 研究代表者の 責 

任を含む。 ) 、 費用対効果等を 含めて、 特に厳正に評価するとともに、 

評価の客観性及び 公正さをより 高めるため、 外部評価の活用を 徹底し、 

必要に応じて 第三者評価を 活用する。 また、 国民の理解を 得るために、 

例えば事前評価では 計画の内容等を、 事後評価においては 得られた 成 

昇等 を 、 インターネ、 ット 等を通じて広く 公表し、 ・必要に応じて 国民の 
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意見を評価に 反映させる等の 工夫を行う。 

国際共同プロジェクトについては、 国際的な役割分担、 国際貢献、 

  国益上の意義や 効果等についても 評価する。 

(3) 基盤的資金による 課題 
研究開発機関の 長の責任において、 機関の設置目的等に 照らして、 

評価や評価結果の 資源配分への 反映等のためのルールを 適切に設定 

し 、 評価を実施する。 その際、 論文発表等を 通じた当該研究分野にお 

ける研究者間における 評価等を活用する 等、 効率的で適切な 方法で実 

施する。 

3. 研究開発機関等の 評価 

研究開発機関等の 設置目的や中期目標等に 即して、 機関運営と研究開 

発の実施・推進の 面から行 う 。 なお、 評価の客観性及び 公正さをより 高 

めるため、 第三者評価を 積極的に活用する。 

機関運営面では、 研究目的・目標の 達成や研究開発環境の 整備等のた 
めにどのような 運営を行ったかについて、 効率性の観点も 重視しつつ 評 

価 を行 う 。 機関運営面の 評価項目としては、 例えば、 支援体制や知的基 

盤の整備、 人材の養成・ 確保や流動性の 促進、 産学官連携、 専門研究 分 

野を活かした 社会貢献等に 対する取組が 考えられるが、 各研究開発機関 

等の設置目的や 中期目標等に 即して適切に 評価項目を選定し、 評価する。 

研究開発の実施・ 推進面では、 研究開発機関等が 実施・推進した 研究 

開発施策や課題等の 総体で評価を 行 う 。 この場合、 個別の施策や 課題等 

ほ ついて行われた 評価の結果を 適切に活用する。 評価結果は、 機関運営 

のための予算、 人材等の資源配分に 反映させる。 

また、 こうした研究開発機関等の 運営は、 機関長の裁量の 下で行われ 

るものであ り、 研究開発機関等の 評価結果を責任者たる 機関長の評価に 

つなげる。 

なお、 この他に、 研究開発機関等の 性格に応じて 次のとおり実施する。 

大学等については、 学校教育法等に 規定する自己点検・ 評価を厳正に 

行 う 。 その際、 自主性の尊重、 教育と研究の 一体的な推進等その 特倒こ 

留意する。 また、 国立大学法人及び 大学共同利用機関法人については、 

「国立大学法人法」に 基づく中期目標期間の 実績 ( 中期目標の達成状況 
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等 ) を国立大学法人評価委員会で 評価 ( 教育研究の状況については、 大学 

評価・学位授与機構において 評価を実施し、 その結果を尊重。 ) し 、 文部 

科 ， 学省 において、 評価結果を、 運営費交付金の 適切な配分等に 反映させ 

る。 さらに、 これらに加えて、 大学評価・学位授与機構等に よ る教育、 

研究、 社会貢献、 組織運営等の 第三者評価を 推進する。 

独立行政法人研究機関については、 「独立行政法人通則 法 」に基づく 

中潮目標期間の 実績 ( 中期目標の達成状況等 ) を独立行政法人評価委員会 

で 評価し、 各店 省 において評価結果を、 運営費交付金の 適切な配分等に 

反映させるとともに、 独立行政法人研究機関は、 機関の運営に 評価結果 

を 反映させるよ う 努める。 

国費の支出を 受けて研究開発 ( 委託及び共同研究等 ) を実施する民間 機 
関 、 公設試験研究機関等については、 評価実施主体は、 課題評価の際等 

に、 これら機関における 当該課題の研究開発体制に 関わる運営面に 関し、 

国費の効果的・ 効率的執行を 確保する観点から、 必要な範囲で 評価を行 

  

4. 研究者等のま @T@* 届書まの 宇 F 価 
機関長が機関の 設置目的等に 照らして適切かつ 効率的な評価のための 

ルールを整備して、 責任をもって 実施する。 その際、 研究者には多様な 

能力や適性があ ることに十分配慮 L 、 研究開発に加え、 研究開発の企画・ 
管理や評価活動、 社会への貢献等の 関連する活動に 着目するとともに、 

質を重視した 評価を実施する。 その際、 大学等の場合は、 研究と教育の 

両面の機能を 有することに 留意する。 

また、 研究者が挑戦した 課題の困難性等も 考慮に入れるなど、 研究者 

を 萎縮させず果敢な 挑戦を促すなどの 工夫が必要であ る。 

さらに，研究開発を 推進するためには、 研究支援者の 協力が不可欠で 

あ る。 研究支援者の 専門的な能力、 研究開発の推進に 対する貢献度 尊な 
適切に評価することが 必要であ る。 

  




